
町田市議会改革（活性化）
の取組みについて

（2023年1月版）

町田市議会

Ｐ. 1



Ｐ. 2





 １）傍聴規則の傍聴人受付簿の廃止

（平成１０年１１月１８日定例会から）

Ｐ. 4



２）全員協議会、議案説明会の公開

（平成１０年１１月１８日定例会から）

Ｐ. 5



 ３）手話通訳者の派遣

（平成１２年３月定例会から）

 46）手話通訳者、要約筆記者の派遣を
予算計上する。（平成２８年度予算から）

平成２８年度予算から、手話通訳者、要約筆記者の派遣を予算計上。

１人７時間以上で９千円、２人ずつ計４人。｢障害を理由とする差別の解消
の推進に関する法律（障害者差別解消法）｣が、平成２８年４月１日に施行さ
れたため。実績は、平成２６年第４回定例会に手話通訳者を２日（１回２人、
延べ４人）、平成２７年第４回定例会に要約筆記者を１日（２人）。平成３０年
１２月の健康福祉常任委員会懇談会に手話通訳者、要約筆記者を１日（２
人ずつ、延べ４人）。令和元年第４回定例会に手話通訳者を1日（２人）。

Ｐ. 6



 ４）議員定数の削減

（平成１２年１２月２２日可決）

ア 議員定数「４０人」を「３６人」に改める。

イ 次の一般選挙から適用

（平成１４年３月９日）

Ｐ. 7



Ｐ. 8



Ｐ. 9



５）会議録、委員会記録の検索

（平成１３年６月１日から）

会議録、委員会記録とも平成３年分から対
応できるようにする。

[町田市議会の改革に関する調査特別委員会

平成１３年５月７日]

Ｐ. 10



６）傍聴者の資料設置（１）

（平成１３年６月１日から）

本会議は４セット、委員会は２セット設置。

 40）傍聴者の資料設置（２）

（平成２７年第２回定例会から）

本会議一般質問の時、議員が配付する一般
質問資料を傍聴者に広く閲覧してもらうため、
傍聴席に資料を８セット設置。

Ｐ. 11



７）行政視察において、全委員が報告文

を作成 （平成１３年６月１日可決）

委員会の行政視察において、委員の報告文
を行政視察報告書に添付することを決定する。

[町田市議会の改革に関する調査特別委員会

平成１３年２月１６日]

Ｐ. 12



Ｐ. 13



８）ホームページの開設

（平成１３年１２月１日開始）

[町田市議会の改革に関する調査特別委員会

平成１３年５月７日]

Ｐ. 14



９）請願書提出の押印廃止

（平成１４年９月２７日可決）

点字による請願書の提出もできるようにする。

[議会運営委員会平成１３年９月２０日]

Ｐ. 15



 10）会議規則での欠席の届出を具体的
に明記 （平成１４年１２月２０日可決）

「事故のため」を、「疾病、看護、介護、出産

その他の事故のため」に改正する。

 13）会議規則での欠席の届出に「育児」

を加える （平成２０年２月２７日可決）

「疾病、看護、介護、出産その他の事故の

ため」に、「育児」を加える。

Ｐ. 16



Ｐ. 17

 71）会議規則での欠席の届出に「配偶者の出産補助
」等を加え、産前産後の欠席期間を明記

（令和３年１２月９日議会運営委員会決定、令和３年１２
月２２日可決）

本会議の欠席及び委員会の欠席について、全国市議
会議長会の標準会議規則改正に合わせて改正。会議
規則では既に欠席の届出を「疾病、看護、介護、出産そ
の他の事故のため」と規定しているが、「疾病、看護、介
護、配偶者の出産補助、育児、公務その他のやむを得
ない事由のため」に改正。また、産前産後の欠席期間を
、「出産の前後を通じ１６週間（多胎妊娠の場合にあって
は、２４週間）の範囲内」として追加した。



 11）一般質問を１時間（答弁含む）へ

（平成１５年６月定例会から）

一般質問の質問時間を議員一人当たり４０分
（答弁含まず）から議員一人当たり１時間（答弁
含む）へ改正する。

Ｐ. 18



Ｐ. 19



 12）インターネットによる議会中継の
開始 （平成１５年１２月定例会から）

 21) 新庁舎より、常任・特別委員会の

インターネット中継を決定

（平成２２年８月２５日、議会運営委員会、

平成２４年９月定例会から開始）

Ｐ. 20



 49）ホームページ中継画面に、議案等

のＰＤＦファイルの表示を開始する。

（平成２８年９月９日から）

平成２８年９月９日から、中継画面に議案等
のＰＤＦファイルを表示することにより、審議内
容と議案等の資料を関連づけて確認できるよう
になった。

Ｐ. 21



委員会中継：休憩時の配信映像

Ｐ. 22



 14）分かりやすい予算書の作成

（平成２０年３月定例会から）

平成２０年から平成２３年まで作成されたが、

平成２４年から「予算の概要」が作成されている。

 15) 請願要旨を審査前にホームページに
掲載する。

（平成２０年３月定例会から）

Ｐ. 23



Ｐ. 24



 16) 委員の選任を「議長の指名」に改正

（平成２０年２月２７日可決）

町田市議会委員会条例第８条の委員の選任
を「議長が会議に諮って指名」から 「議長の指
名」に改正する。

 17) 町田市市政にかかる重要な計画等及
び基本条例等を議会に報告する時期を決定

（平成２１年６月２日可決）

[議会改革調査特別委員会

平成２１年５月２７日]

Ｐ. 25



Ｐ. 26

町田市市政にかかる重要な計画等及び基本条例等を議会に報告することについて 

 

市長その他の執行機関が、パブリックコメント手続きを伴う市の重要な基本計画、

指針等（以下「計画等」という。）の策定又は改定を行うとき、及び市の基本的な方

針若しくは市民協働の原則に関する事項を規定する条例又は市民に義務を課し、若

しくは権利を制限する条例（金銭の徴収に関するものを除く。以下これらを「基本条

例等」という。）の制定又は改廃を行うときは、その策定等の過程においてその概要

を議会に報告することとします。 

 議会に報告する方法については、次のとおりとします。 

(１) 報告は、議長に対して行います。 

(２) 議長は報告を受けたときは、市長等に対し、議長の決定した①代表者会議、 

②常任委員会、③全員協議会等のうちいずれかへの報告、若しくは全議員への

④報告文書の配付を求めます。 



Ｐ. 27

090326 

(３) 報告の時期は、次のとおりとします。 

 ① 「計画等策定の基本方針」及び「基本条例等制定の基本方針」は、決定された

ときに報告します。 

 ② 「計画案」及び「条例素案」は、パブリックコメント手続きを行う前に報告し

ます。 

③ 「計画等の最終案」は、決定する前に報告します。 

 ④ 決定された「計画等の最終案」は、「公表前」に報告します。 

また、議会は、「基本条例等」の議案が提出されたとき審議します。 

⑤ この他、市長等が、報告の必要性があると認めたときは、適宜報告することと

します。 

(４) 議会は、必要があると認めるときは、報告を受けた内容に対し、意見を申し出

ることができることとします。 



Ｐ. 28
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 18) 請願者の意見陳述を開始

（平成２１年６月２３日可決）

平成２１年９月定例会から、請願者の希望に
より請願者の意見陳述を、委員会開催中に行
えるようにする。｢委員会提出議案第１号証人
等の実費弁償に関する条例の一部を改正する
条例｣を平成２１年６月２３日に可決。

[議会改革調査特別委員会 平成２１年６月１６日]

Ｐ. 30



Ｐ. 31

町田市議会における請願者の意見陳述について 

１．目的 

   この申し合わせは、町田市議会における請願者の意見陳述を実施するため、必要な事

項を定めることにより、直接に民意が反映する委員会審査を行うことを目的とするも

のである。 

 

２．請願者の意見陳述 

   請願者の意見陳述とは、請願者が所管委員会委員に対し、提出された請願書における

｢請願の趣旨｣の説明として、請願を提出するに至った思い、意見を述べることをいう。

なお、意見陳述終了後、各所管委員会委員は、請願者本人に質疑を行う。 

 

３．請願者の意見陳述の申請方法 

（1）意見陳述の有無    請願者本人の希望制とする。 

（2）意見陳述の確認方法  請願者が議会事務局に持参する場合は、請願の提出時に 

事務局職員が意見陳述の確認及び説明を行う。 

請願の提出が郵送による場合は、請願者に電話連絡がで

きる時のみ事務局職員が意見陳述の確認及び説明を行う。 



Ｐ. 32

４．請願者の意見陳述の方法 

（1）意見陳述の開催時期  委員会開会中に行う。 

（2）出席できる人数    ２名までとし、請願者のみとする。 

（3）意見陳述の時間    ５分以内とする。 

              (チャイムを意見陳述終了1分前と終了時に鳴らす｡) 

（4）請願者に対する質疑  委員は請願者に質疑ができる。 

（請願者は委員に質疑できない。） 

（5）所管する部長等の出席 原則出席し、請願者の意見陳述を聞く。 

（6）意見陳述時の傍聴   傍聴を認める。 

（7）意見陳述の回数    請願者の意見陳述終了後、再度同じ請願者の意見陳述は行

わない。 

（8）資料等の配付について 資料の配付は、原則認めない。パネル等を利用して意見陳

述を行うことはこれを認める。 

（9）同趣旨の請願が複数付 請願者同士の発言、誰が質疑応答するか等の議事整理を 

託された場合       スムーズに行うため、1 件ごとに個別に意見陳述を行う。 

 

５．請願者の意見陳述がある場合の審査順序 

（1）意見陳述を行う請願の所管部を先に行う。 

（2）所管部内での審査順序は、意見陳述を行う請願を審査の冒頭（条例の前）とする。 

（3）委員長は状況に応じて、審査順序を決定する。 

 

６．請願者への費用弁償 日当１,０００円のみ支給する。(証人等の実費弁償に関する条例) 



Ｐ. 33

文教社会常任委員会審査順序 

 

平成２６年（２０１４年） 

６月１６日（月）午前１０時 

第 １ 委 員 会 室 

 

１ 文化スポーツ振興部 

（１）請願第 ５ 号 オリンピック開催に向けて外国人住民の協力体制の整備を求める請 

           願 

（２）第 ５０ 号議案 平成２６年度（２０１４年度）町田市一般会計補正予算（第１号） 

（３）行 政 報 告 （仮称）町田市立国際工芸美術館整備基本計画について 

 

２ 市民部 

（１）請願第 ４ 号 スタンドパイプを自主防災会へ支給または貸与することに関する請 

           願 

（２）第 ５０ 号議案 平成２６年度（２０１４年度）町田市一般会計補正予算（第１号） 

（３）行 政 報 告 町田市忠生市民センター改築工事における施工上の不具合について 

（４）行 政 報 告 町田市地域防災計画修正の方針について 

（５）行 政 報 告 窓口サービス等の臨時休止について 

 

３ 子ども生活部 

（１）第 ５０ 号議案 平成２６年度（２０１４年度）町田市一般会計補正予算（第１号） 

（２）行 政 報 告 還付加算金の未払い分の還付について 

 

４ 生涯学習部 

（１）行 政 報 告 耐震補強工事に伴う木曽山崎図書館の臨時休館について 

 

５ 学校教育部 

（１）第 ６０ 号議案 町田市立鶴川第一小学校校舎棟改築他工事請負契約                

（２）第 ６１ 号議案 町田市立鶴川第一小学校校舎棟改築他電気設備工事請負契約            

（３）第 ６２ 号議案 町田市立鶴川第一小学校校舎棟改築他空気調和設備工事請負契約          

（４）第 ６３ 号議案 町田市立鶴川第一小学校校舎棟改築他給排水衛生設備工事請負契約 

（５）第 ５０ 号議案 平成２６年度（２０１４年度）町田市一般会計補正予算（第１号） 

（６）行 政 報 告 町田市特別支援教育推進計画の策定について 

 

６ 特定事件の継続調査申し出について 



 19) 各常任委員会による市民団体等との懇
談会を活発化させる。

（平成２６年で５団体、平成２７年で５団体、平成２８年で４団体、平成２９年で
４団体、平成３０年で７団体）

Ｐ. 34



20) 新庁舎より、本会議場において電子表決を
行うことを決定

（平成２２年７月１６日、議会運営委員会）

Ｐ. 35

～録画中継の映像です～



 22) 新庁舎より、個人の表決結果を公
表（平成２２年１２月１日、議会運営委員会）

Ｐ. 36



 23)「市議会を開きます」を掲出

（平成２２年９月定例会から）

議会の傍聴やインターネットを見てもらうことを
目的としたポスターを、コミュニティバスに掲出し
始める。

 39)「市議会を開きます」ポスターを民間
路線バスにも無料で掲出を開始。

（平成２７年第２回定例会から）

神奈川中央交通㈱が１００台分、

小田急バス㈱が７０台分
Ｐ. 37



Ｐ. 38



 24)「町田市議会を傍聴しに行こう」を

配布 （平成２２年１２月定例会から）

Ｐ. 39



Ｐ. 40



Ｐ. 41



Ｐ. 42



親子傍聴室

Ｐ. 43



 25) 議員のグループウェアを導入

（平成２３年１月１９日、議会運営委員会）

※平成２８年のタブレット端末導入に伴い廃止

 26) 全新人職員に、本会議(一般質問)

の傍聴研修実施

（平成２３年６月定例会から）

Ｐ. 44



 27) ホームページ上に「議案のカルテ」
を掲載 （平成２３年１０月議長決定）

Ｐ. 45



Ｐ. 46



 28) 本会議場・委員会室にパソコンの持
ち込みを試行で行なう。

（平成２３年１１月２４日可決、議会運営委員会）

 34) 議員及び職員の委員会室へのパソ
コン持ち込みを決定する。

（平成２６年８月２９日可決、議会運営委員会）

原則、外部との接続は行わないこととする。本
会議場のパソコンの持ち込みは引き続き試行す
る。

Ｐ. 47



 53)パソコンの本会議導入を決定

（平成２９年２月１７日議会運営委員会決定、平
成２９年１月１９日情報システム活用検討小委
員会決定）

（「町田市議会端末機使用基準」中の端末機に
パソコンを加えた改正については、平成２８年８
月３０日議会運営委員会で承認）

平成２９年第１回定例会から正式にパソコンの
本会議使用が認められた。委員会室への持ち
込み決定から、２年半遅れての決定となった。

Ｐ. 48



 29) 議会自ら議決の拡大を行う。

（平成２３年１２月２２日可決）

委員会提出議案第３号「町田市議会の議決す
べき事件に関する条例」を全員一致で可決

地方自治法の一部を改正する法律第２条第４
項が削除されたため。

Ｐ. 49



 30) 一般質問の開催日数を４日間から

５日間にすることを、試行する。

（平成２４年４月１６日、議会運営委員会）

 33) 一般質問の開催日数を４日間から

５日間にすることを、決定する。

（平成２５年７月１８日、議会運営委員会）

 31) 本会議場に国旗を暫定的に設置す
ることとする。

（平成２４年８月２４日、議会運営委員会）

Ｐ. 50



 61）本会議場の国旗の位置については暫定
的に現在の位置に設置する。

（平成３１年４月２２日、第１６期町田市議会改革調査
特別委員会決定）

 32) 議員間討議を、委員会の請願審査に導
入する。

（平成２４年１１月２９日、議会運営委員会）

Ｐ. 51



Ｐ. 52
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 35) 代表質疑については、平成２７年３
月定例会から導入する。

（平成２６年８月２９日、議会運営委員会）

基本時間(30分)＋人数×１人当たりの時間(5分)

 36) 市庁舎内ワンストップロビー（１階)での
本会議生中継の開始と、 傍聴を促す庁内

放送の開始

（平成２７年２月２６日、議会運営委員会）

Ｐ. 54



 37) スマートフォンでの、議会中継視聴

の開始。

ホームページで声の議会だより

(市議会広報紙)を聴けるようにした。

（平成２７年３月1２日、議会運営委員会）

５月中旬より、ホームページに声の議会だより（平成27年4月

30日号）を掲載した。ホームページの市議会だよりをブロックご
とにクリックすると、音声で聴けるようになった。

Ｐ. 55



 スマートフォンやタブレット端末でも議会中継
が視聴できるようになる（平成27年3月末から）

Ｐ. 56

スマホ用トップペー
ジを作りました

スマホ視聴画面の
イメージです



 38)「政務活動費収支報告書」をホームペー
ジ上で公開 (平成２７年４月２日公開）

平成２５年度分の「政務活動費収支報告書」を、初
めてホームページに掲載した。平成２６年度分は、平
成２７年１０月１日に掲載した。

 41）「政務活動費収支報告書」を市議会だよ
り(議会広報紙)で公開

（平成２７年第３回定例会から）

平成２６年度分の「政務活動費収支報告書」を、初
めて市議会だより(平成27年10月30日発行)に掲載し
た。

Ｐ. 57



 43）「政務活動費に関する領収書」をホームページ

上で公開することを決定。 (平成２７年１２月２２日可決、平成２８年

１０月１７日ネット公開開始）

平成２７年度分の「政務活動費に関する領収書」を、ホームペ
ージに掲載することを平成２７年１２月１日の第15期町田市議
会改革調査特別委員会で決定した。平成２７年１２月２２日の本
会議で、可決する。

 56）「政務活動費の会計帳簿」をホームページ上で

公開することを決定 (平成２９年７月２０日議会運営委員会決定、

８月２８日本会議報告）

「政務活動費の会計帳簿については、平成２９年度交付分
から、様式を統一し、インターネットにより公開することとする。」
を議会運営委員会で決定し、本会議で議会運営委員長が報告
した。

Ｐ. 58



Ｐ. 59



 64）政務活動費運用指針を改正し、広報費等にも
按分を導入

（令和２年２月１３日第１６期町田市議会改革調査特別
委員会決定、令和２年２月２１日可決）

委員会提出議案「政務活動費の透明性の向上に関
する決議」を全会一致で可決。燃料費や通信費、広報
費の具体的な按分率が決定した。

Ｐ. 60



 42）決算認定については、特別委員会ではなく
各常任委員会で審査することを、平成２８年度
において試行する。

（平成２７年１０月２０日議会運営委員会決定、

１１月２０日本会議報告）

 51）決算認定については、特別委員会ではなく
各常任委員会で審査することを決定する。

（平成２８年１１月２２日議会運営委員会決定、

１２月２２日本会議報告）

決算認定については、平成２９年度から各常任委員会
で審査することを決定した。

Ｐ. 61



 44）タブレットの議会導入を決定
（平成２７年１２月２２日議会運営委員会決定、１２月２２日本会
議報告）

平成２８年６月にタブレットを配付、９月議会で試行、１２月議

会で本稼動の方向で決定。また、議員及び職員の本会議、委
員会へのパソコンの持ち込みについては、９月議会でタブレット
端末の試行時に、外部との接続を行うことを試行していく。」を
議会運営委員会で決定し本会議で報告した。

 52）タブレットの議会導入を決定
（平成２８年１１月２２日議会運営委員会決定、１１月３０日本会
議報告）

「議会としては、１２月議会からタブレットの導入を決定する。」
を議会運営委員会で決定し本会議で報告した。

Ｐ. 62



Ｐ. 63

2015 年 12 月 22 日議会運営委員会資料 

 

町田市議会におけるタブレット端末の導入について 

 

【平成 27年（2015年）12月 10日情報システム活用検討小委員会決定事項】 

 

議会としては、平成 28年 6月にタブレットを配付、9月議会で試行、12月議

会で本稼動の方向で決定する。 

また、議員及び職員の本会議、委員会室へのパソコンの持ち込みについては、

9月議会でタブレット端末の試行時に、外部との接続を行うことを試行していく。 

 

【目的】①ペーパーレス化②職員の労務費の削減③情報の速達性 

④情報の共有化 

 

【導入スケジュール】5 月～6 月 タブレット配付 

          9 月議会 試行 

          12 月議会 本稼動  

【概算費用】 初年度 議会事務局予算 300 万円 

       （一括経費 50 万円、ランニングコスト：250 万円／年） 

       別途総務部予算 会議システム 100 万円～／年 



Ｐ. 64

 

【効果】 

 ○議会事務局 ①人件費：約 38 万円／年 

        ②ＦＡＸ費用：約 1 万 2 千円／年 

        ③紙枚数：約 4 万枚／年（紙代２万円） 

 ○総務課   ④人件費：約 53 万円／年 

        ⑤紙枚数：約 100 万枚／年（印刷代 100 万円+紙代 50 万円） 

        ⑥カラー印刷費：200 万円／年 （20 万枚×10 円） 

～導入後軌道に乗った場合の更なる効果【例】～ 

○定量効果 

⑦例規集・議会年報等の印刷費用：約 15 万円／年 

    ⑧軽印刷機リース：約 7 万 8 千円／年 

    ⑨消耗品（マスターペーパー・インク）：約 9 万円／年 

 ○定性効果 

    議員へ緊急連絡事項が発生した際等の資料提供速度の向上。 

災害時の連絡ツールとしての活用。 

    議員が市民等に説明する際の利便性の向上。 

    委員会、会派視察時での資料格納等による利便性の向上。 

  

○波及効果 

    法制課による議員配付用の例規集が不要となる。  

    議員ポストに入れている各課資料について、電子対応が可能となる。            

資料差し替え時の職員の稼動が減る。  

【費用】初年度約 400 万円 

2 年目以降約 350 万円  

【効果】年間約 476 万円 

（①～⑨の合計） 

その他定性効果・波及効果あり 

 



Ｐ. 65



Ｐ. 66



Ｐ. 67



Ｐ. 68



Ｐ. 69



 45）町田市議会が相模原市議会と包括連携協定を
締結（平成２８年２月１５日締結）

平成１３年から視察研修を中心とした議員交流会を行うなど広
域連携を深めてきた。政策形成の調査研究や議会事務局職員
も含めた人材育成を目的とする包括連携協定を締結した。議員
交流会を活発に行いながら、新たに議会事務局職員を１名ずつ
一年間交換しあい、お互いに優れたところを学びあうこととした。

 47）町田市議会だより(議会広報紙）の

ＴＡＭＡebooks(たまイーブックス)掲載を

開始する。（平成２８年４月３０日発行分から）

ＴＡＭＡebooksは、インターネット上で多摩地域の電子書籍

を無料で閲覧できる、地域特化型電子書籍ポータルサイトで、
市議会側も無料で掲載することができる。

Ｐ. 70



 48）町田市議会だより(議会広報紙）をス
ーパーにも設置し配布することを開始す

る。 （平成２８年７月３０日発行分から）

町田市では、現在６割弱しか新聞を購読していない。
市議会だよりを新聞の折り込み広告で配布しているた
め、４割の市民に配れない状態である。そのため、今ま
でにＪＲや私鉄駅、郵便局、農協、大学に設置し配布し
てきたが、新たにスーパーにも設置し、合計８３カ所、
１４５５部を設置し配布することとなる。

（平成２９年１月３０日号からさらに１１０部を追加設置
する。）

Ｐ. 71



 50）町田市議会だより(議会広報紙）の
「マチイロ」(スマートフォン・タブレット用
アプリ)掲載を開始する。

（平成２８年９月２７日から）

「マチイロ」は、インターネット上で全国の登録
してある議会広報紙を無料で閲覧できるサイト
で、市議会側も無料で掲載することができる。

Ｐ. 72



 55）町田市議会Twitterを開始

（平成２９年３月１日から）

 54）オープンデータの掲載を開始

（平成２９年３月２０日から）

議員名簿を町田市オープンデータカタログサイトに公開する。
※現在は、議案審議結果一覧や一般質問の内容も公開している。

Ｐ. 73



 57）高校生と町田市議会議員の意見交換会
を開催
（平成２９年９月２９日議会運営委員会決定、９月２９日本会議報告）

議会だより編集小委員会が担当となり、計１９回の議論を重ね、平
成２９年１１月１１日に初めて開催した。当日は、高校生１１名（市内
都立高校３校）が参加し、３グループに分かれ、議員を交えて、「町田
をどう創る」をテーマにワークショップを行い、活発な議論を交わした。
その後、本会議場で各グループがワークショップの成果を発表した。

 59）第２回高校生と町田市議会議員の意見
交換会を開催
（平成３０年４月１８日、６月７日議会運営委員会決定）

平成３０年１１月１０日に開催し、高校生27名（市内都立高校6校）
の参加があり、６グループに分かれ議員12名で対応した。昨年の2倍
以上の規模となった。

Ｐ. 74



 63）第３回高校生と町田市議会議員の意見
交換会を開催。

（平成３１年４月１９日議会運営委員会決定）

令和元年１１月９日にワールドカフェ方式で開催し、高校生２５
名（市内都立高校５校、私立高校２校）の参加があり、６グルー
プに分かれ議員１５名で対応した。

第１ラウンドは「若者が過ごしやすいまちは」について、第２ラ
ウンドは「どうしたら若者が投票するか」について、お菓子や飲
み物を手に取り、ざっくばらんに意見を出し合い、付箋などを活
用して議論を深めた。また、各ラウンドで市議会議員への質疑
応答も行った。また、第２ラウンド終了後は各グループの代表
者が感想を発表した。その後、議場へ移動し電子表決の体験と
記念撮影を行った。

Ｐ. 75



 70）第４回高校生と町田市議会議員の意見
交換会を開催

（令和３年６月７日議会運営委員会決定）

令和３年１１月１４日にワールドカフェ方式で開催し、高校生４３名（
市内都立高校７校、私立高校２校）の参加があり、議員２０名で対応
した。９グループ（来庁による参加７グループ、オンラインによる参加２
グループ）に分かれ、第１ラウンドは「コロナでどう変わった？～これ
まで、そしてこれから～」について、第２ラウンドは「町田ってどう思う
？～これまで、そしてこれから～」について議論した。また、各グルー
プの代表者が感想を発表した後、議場へ移動し電子表決の体験と記
念撮影を行った。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、オンライン
での参加を併用し、来庁による参加グループは、ソーシャルディスタ
ンスを保てるよう３会場に分かれての開催となった。ただし、オンライ
ン参加校を含めた全９拠点（３校・５会議室・議場）をオンラインでつな
ぎ、一体となって実施した。 Ｐ. 76



 72）第５回高校生と町田市議会議員の意見
交換会を開催

（令和４年６月３０日議会運営委員会決定）

令和４年１１月６日に開催し、高校生３６名（市内都立高校６校、私
立高校３校）の参加があり、８グループに分かれ議員２１名で対応し
た。議論のテーマとしては、第１ラウンドは「どうすれば町田市が住み
たい街ランキング１位になれるか」、第２ラウンドは「どうすれば若者
が投票するか」とした。

Ｐ. 77



Ｐ. 78



Ｐ. 79



Ｐ. 80
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 58）議決事項の拡大を行う。
（平成３０年６月７日議会運営委員会決定、８月２７日委員会提出議案
可決）

市が総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想に基づ
く基本計画について、その策定、変更又は廃止を、議会の議決すべき
事件とすることを定めた。

 60）災害対策委員に副議長を加える。
（平成３０年８月２７日災害対策委員会、９月６日議会運営委員会決定）

町田市災害対策委員会設置規約（昭和４６年１２月２２日議会規約第
１号、改正昭和５２年１月８日議会規約第１号）の第２条を改正し、委員
（議長、各常任委員長、各会派から選出する議員１名）に副議長を加え
る。

〔平成３０年９月２６日施行〕

Ｐ. 83



62）全議員３６人による町田市基本構想・基本
計画調査特別委員会を設置する。
（令和元年８月２８日可決）

 ２０２２年４月から開始する新たな基本構想・基本計画によっ
て、市民が夢を描くことができ、幸せを感じられる未来をつく
ることができるよう「町田市基本構想・基本計画調査特別委
員会」を設置した。

実際には執行部から定期的に基本構想・基本計画の策定に
関する進捗状況を報告してもらう受け皿として、また議会自ら研
修あるいは市民との意見交換会を行い、その策定に関わること
を目的として設置した。

委員長には若林章喜議員が、また副委員長には佐藤和彦議
員が就任した。

Ｐ. 84



Ｐ. 85

 67）町田市基本構想・基本計画調査特別委員
会が大学生等にアンケート調査を実施し、委
員会提出議案「新たな基本構想・基本計画に
関する決議」を提出する。

（令和２年９月１７日町田市基本構想・基本計画調査特別委員会決定、
令和２年９月３０日可決）

令和元年８月２８日に設置された町田市基本構想・基本計画調査特
別委員会は、より機動性を持って議論を深めるため、令和２年３月１３
日に委員定数を３６人から１０人に減員した。また、町田市議会の調査
の参考とするため、法政大学等市民にアンケート調査を実施した。この
アンケート調査結果(１５３件回答)を参考に検討・議論を行い、9項目の

意見にまとめ委員会提出議案として提出し、令和２年９月３０日に全員
一致で可決した。町田市基本構想・基本計画に対する議会側の意見要
望として、市長に送付した。



Ｐ. 86

 65）町田市議会事業継続計画（町田市議会BCP）の
策定

（令和２年２月１３日第１６期町田市議会改革調査特別委員会決定、

令和２年２月２１日可決）

委員会提出議案「町田市議会事業継続計画（町田市議会BCP）の策

定に関する決議」を全会一致で可決した。「発災後、町田市災害対策本
部と連携を図り、市民の安全確保と災害復旧に向け、非常時優先業務
を行うための体制整備を目的として」を策定。



Ｐ. 87

 68）町田市議会事業継続計画（町田市議会ＢＣＰ）に

よる安否確認訓練及び本会議場における避難訓練
の実施

（令和２年２月１３日町田市議会災害対策委員会決定）

（令和３年６月７日、本会議場に防災用ヘルメットを設置）

（令和２年１１月３０日、本会議場における避難訓練を実施）

（平成２９年８月２９日から、議員の安否確認訓練を実施）

町田市議会ＢＣＰを受け、本会議場における避難訓練を令和２年１１月３０日、１２月
定例会初日本会議散会後実施した。訓練参加者は、本会議場に出席している市長、両
副市長等執行部、議員全員、傍聴者(今回はコロナ禍のためなし)及び議会事務局職員

で行った。訓練の主な流れは、①初日の本会議散会、②訓練の説明、③訓練開始、④
緊急地震速報放送、⑤本会議休憩・机の下に入ることを指示、⑥事務局による退路確
保、⑦延会の決定、⑧被害状況の確認、⑨避難指示・開始、となった。議員の安否確
認訓練については、町田市議会ＢＣＰの決定以前から行っているが、ＢＣＰに安否確認
訓練を明記し、毎年９月定例会の議案説明会時(初日の次の日)に全議員で行うことと

している。防災用ヘルメットについては、本会議場にいる全員（議員、執行部、事務局職
員及び速記者）並びに傍聴席に設置した。



 66）令和２年度の政務活動費の５０％及び行
政視察旅費全額を削減

新型コロナウィルス感染症対策の推進に資すること
を目的に削減

①政務活動費の５０％ １２９６万円

（条例改正：令和２年６月１６日可決）

②行政視察旅費全額 ５０８万７千円

（各常任委員会、議会運営委員会、特別委員会

で決定）

Ｐ. 88



Ｐ. 89

 69）第１５回マニフェスト大賞において、コミュニケー
ション戦略賞の最優秀賞を受賞する。

（令和２年１１月１３日受賞）

早稲田大学マニュフェスト研究所が、第１５回マニュフェスト大賞を発表し、町
田市議会は「議案のカルテ」がコミュニケーション戦略賞の最優秀賞に選ばれ
た。コミュニケーション戦略賞は７つの賞(躍進賞、政策提言賞、成果賞、マニ
ュフェスト推進賞(市民、議会、首長)の１つで、応募者数２８４２件もの中からそ
れぞれの賞に最優秀賞が１本ずつ選ばれている。

① 令和２年 ８月２１日 マニュフェスト大賞に応募

② 令和２年１０月 ７日 コミュニケーション戦略賞の優秀賞を受賞

③ 令和２年１１月１１日 議長によるプレゼンテーション(ｚｏｏｍ)

④ 令和２年１１月１３日 コミュニケーション戦略賞の最優秀賞を受賞
議長によるプレゼンテーション(ｚｏｏｍ)


